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 はじめに 

 

 観光はアベノミクスの成長戦略の大きな柱であった。また、地方創生の柱にも位置づけ

られ、新型コロナウイルスのパンデミック前には、増加するインバウンド需要を背景に地

域振興策の中心となっていた。そして、後に詳しく見るように、地方創生が進められるよ

うになって以降、地方自治体が観光振興のために支出する経費である観光費は増加してい

る。 

 しかし、地方自治体における観光費に関する研究はそれほど多くない。たとえば、岡

村・十和田（1997）による新潟県の観光予算の分析、青木（2017）による富山県の観光予

算の分析といった事例研究や、塩谷（2013）による都道府県観光費全般の分析があるが、

数は限られている。また、財政支出に関するテーマであるにもかかわらず、そのウエイト

の低さのためか、財政学者による研究は、管見の限り行われていない。 

 そこで、本稿では、これまで十分に明らかにされてこなかった地方自治体における観光

費の動向とその要因について明らかにする。具体的には、この費目が2010年代においてど

のような動きを見せ、そうした動きの背景に何があるのかについて論じていく。 

 

 

 １ 観光費の推移 

 

 地方自治体の観光費は、都道府県分について『地方財政状況調査』の中で商工費の内訳

として公表されている。同資料の商工費の定義は、「『七商工費』には、商工観光関係職
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こに記して謝意を表したい。なお、本稿に関するすべての責任は執筆者のみに帰せられるべきこ

とを付記しておく。 
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員の人件費を始め、工業団地造成事業、企業誘致等に要する経費のほか、消費者行政、中

小企業、鉱工業、物産あっ旋、卸売市場、自然公園関係経費及び観光宣伝に要する経費等

を計上する。」とされており、商工費のうち観光関連経費が観光費となる(１)。 

 他方で、市町村分については『地方財政状況調査』で商工費の内訳が示されていない。

これに関して総務省に問い合わせたところ、市町村分の観光費は非公表としているわけで

はなく、省として把握していないとのことであった。このため、本稿では都道府県データ

のみを扱うこととする。 

 図１は観光費の推移を示したものである。図から読み取ることができるように、2014年

度には都道府県全体で約777億円であった観光費は2015年度に大きく増加し、それ以降も

2014年度以前と比較して大きくなっている。 

 しかし、2015年度における急増は東京都の観光費の増加の影響がかなり大きい。2015年

度における都道府県全体の観光費は約1,450億円であったが、そのうち東京都分は約400億

円であった(２)。 

 

図１ 観光費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

出所 『地方財政状況調査』より作成。 

 

(１) 商工費は、商業費、工鉱業費、観光費から構成されている。 

(２) 2015年度における東京都の観光費400億円の中で最も多かったのは、積立金であり、その額

は約280億円であった。 
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 次に都道府県データの分布を見てみよう。図２は観光費の推移を箱ひげ図で示したもの

である。箱ひげ図は四分位値を視覚的にわかりやすく表現した図である。中央の箱に第１

四分位値、第２四分位値（中央値）、第３四分位値が示され、上方向のひげで「第３四分

位値＋1.5×（第３四分位値－第１四分位値（四分位範囲））」のデータのうち最大値、

下方向のひげで「第１四分位値－1.5×（第３四分位値－第１四分位値（同））」のデー

タのうち最小値が示されている。また、ひげの上限と下限を超える外れ値は点で示されて

いる。 

 図２において2015年度に特に大きな外れ値となっているのは東京都である。また、2016

年度には特に大きな外れ値が二つあるように見えるが、これは数値が近いためにそのよう

に見えるだけである。実際には三つあり、東京都以外に石川県と沖縄県がそれに該当する。

図１で示した全体の動きは外れ値の影響がかなり大きいため、ここでこれら３都県を除き、

さらに2011年に発生した東日本大震災の影響を考慮して岩手県、宮城県、福島県を、2016

年に発生した熊本地震の影響を考慮して熊本県と大分県とを除いて再び観光費の推移を示

してみよう。 

 図３は８都県を除いた観光費の推移を示したものである。この図から読み取ることがで 

 

図２ 観光費の推移（箱ひげ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所 図１に同じ。 
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きるように、８都県を除いた場合でも、2014年度に約500億円であった観光費は、2015年度以

降増加しており、2016年度以降も39道府県全体で2014年度以前の水準には戻っていないこ

とがわかる。さらに、都道府県全体の場合と同じように、箱ひげ図を用いてデータのばら

つきを確認してみよう。図４は８都県を除いた箱ひげ図である。この図から読み取ること

ができるように、2015年度以降、中央値はそれ以前と比べて上昇し、データの50％が含ま

れる箱ひげ図の「箱」は上方に移動していることがわかる。したがって、観光費は2015年

度を境に全般的に増加したと言えるであろう。 

 他方で、2010年代において商工費は減少傾向にある。図５は都道府県全体の商工費の推

移を示したものである。2011年度に約4.5兆円であった商工費は、2019年度には約３兆円

にまで減少している。商工費全体が減少する中で、観光費は増加し、商工費に占める割合

も2015年度以降、上昇している。図６は観光費の商工費に占める割合の推移を箱ひげ図で

示したものである。この図から読み取ることができるように、2015年度を境にこの割合に

ばらつきが見られるようになり、中央値は上昇している。さらに、外れ値から明らかなよ

うに、割合が大きいところでは商工費のうち観光費が３～４割に達しているようなところ 

 

図３ ５都県を除く観光費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 図１に同じ。  
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図４ ８都県を除く観光費の推移（箱ひげ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 図１に同じ。 

 

図５ 商工費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 図１に同じ。  
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図６ 観光費の商工費に占める割合の推移（箱ひげ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 図１に同じ。 

 

もある。2019年度には５割を超える県も存在する(３)。都道府県全体で見れば、必ずしも割合

は大きくないが、2015年度を境に観光費に変化が生じたということが言えるであろう。 

 

 

 ２ 観光振興と地方創生 

 

 こうした観光費の変化の背景には、先に触れたところであるが、地方創生がある。地方

創生第１期が始まったのがちょうど2015年度のことである。2014年末に示された「まち・

ひと・しごと創生基本方針」において、「観光は、今後大きな成長が見込める分野である」 

とされ、「観光地域づくり」、「ローカル版クールジャパンの推進（「広域観光周遊ルー

ト」の形成・発信、地域資源を活用した「ふるさと名物」の開発支援、「地域ブランド」

の確立等付加価値の向上等）」が施策として掲げられた。 

 それぞれの具体的な内容については、表１および表２において示した。地方創生の枠組

 

(３) 2019年度には、高知県において商工費の52.2％が観光費であった。 
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みの下では、地方自治体は達成すべき具体的な目標を設定し、その実現のために「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」（以下、地方版総合戦略）を策定する。これらの施策は、地

方自治体が目標達成のために選択できる支援施策のメニューとして示されている。そして、

地方版総合戦略の中で地方自治体がこれらを選択すれば、地方創生推進交付金の対象と 

 

表１ 「広域観光周遊ルート」の形成・発信 

 

出所 まち・ひと・しごと創生総合戦略「付属文書 アクションプラン（個別施策工程表）」より

引用。 

 

表２ 地域資源を活用した「ふるさと名物」の開発支援、「地域ブランド」の確立等付加

価値の向上等 

 

出所 表１に同じ。  
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なった。 

 表３は2015年10月末までに地方版総合戦略を策定した団体に交付された交付金の事業内

訳を示したものである。ここで示されているのは、地方版総合戦略を早い段階で策定した

都道府県および市町村の先行的な事業内容を集計したものということになる。この表から

読み取ることができるように、都道府県分の交付額のうち約４割が観光振興事業となって

おり、最も大きなウエイトを占めている(４)。このように、地方創生が推進される中で、

地方自治体による観光振興は早い段階から中心的な存在として位置づけられてきた。 

 では、具体的にどのような形で都道府県による観光振興は行われてきたのか。ここで、

観光費を性質別経費とクロスさせるクロス分析によって詳しく明らかにしていく。図７は

先の８都県を除いた39道府県における観光費を性質別経費で分類したものである。この図

からも2015年度に観光費が大きく変化したことがわかる。2015年度における観光費の増加

は、補助費等と物件費の増加によって生じている。その後も2014年度までの水準に戻るこ

とはなく、特に補助費等が大きくなっている。また、普通建設事業費が2017年度以降増加 

 

表３ 地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

   地方版総合戦略先行策定分（タイプⅡ）の交付対象 

  

分  野 

交付対象事業数（件） 交付額（百万円） 

 
うち 

都道府県分 

うち 

市区町村分
 

うち 

都道府県分 

うち 

市区町村分 

移 住 促 進 320 6 314 1,243 45 1,197 

人材育成・確保 431 18 413 1,890 129 1,761 

産 業 振 興 369 11 358 1,618 87 1,531 

観 光 振 興 632 18 614 3,007 137 2,870 

小 さ な 拠 点 203 2 201 860 20 840 

少 子 化 対 策 395 5 390 1,627 28 1,599 

総事業数・交付額 1,590 47 1,543 6,710 334 6,376 

 
出所 「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）地方版総合戦略先行策定

分（タイプⅡ）の交付対象の決定について」より引用。  

 

(４) 交付金の額は都道府県よりも市町村を対象としたものが非常に大きい。その意味でも、観光

振興と地方創生との関係について論じるには市町村レベルの分析が不可欠であるが、先に述べ

た通り、地方自治体の観光費は都道府県分のみが全国レベルで取りまとめられているため、本

稿では都道府県における観光振興と地方創生との関係について論じる。 
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図７ ８都県を除く観光費における性質別経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 図１に同じ。 

 

している。これらの動きからも、2015年度を境に都道府県における観光費は大きく変化し

たことがわかる。 

 補助費等は、「国に対するもの」、「同級他団体に対するもの」、「市町村に対するも

の」、「その他に対するもの」からなるが、そのほとんどを「その他に対するもの」が占

めている。これは民間企業などに対する補助である。具体的にどのような団体に補助がな

されたのかについては、全国統計で明らかにできるのはここまでである。 

 表４は2015～2019年度における「その他に対するもの」とその期間の平均値を都道府県

別に示したものである。この表から、東京都の額が非常に大きいことがわかる。次いで大

きいのは熊本県であるが、これは2016年に発生した熊本地震の影響によるものであると考

えられる。同年には大分県の額も非常に大きくなっている。先に「８都県」として例外的

な扱いをしたのもこうした動きを踏まえてのことである。これらの都県を除いて大きいの

は高知県、香川県、長崎県、佐賀県といった四国・九州の県と北海道、大阪府である。 

 さらに、表５において観光費に占める「その他に対するもの」の割合を示した。この表

から読み取ることができるように、佐賀県、愛媛県、長崎県、熊本県、高知県、香川県と 
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表４ 補助費等のうち「その他に対するもの」の決算額 

 
                                          （単位：億円) 

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 平 均 値 

北海道 5.1 9.8 11.4 12.9 10.4 9.9 

青森県 2.2 2.4 0.9 0.8 0.9 1.4 

岩手県 2.7 2.1 2.1 2.7 2.0 2.3 

宮城県 1.8 1.9 1.5 1.3 2.8 1.9 

秋田県 2.2 2.7 3.0 2.2 2.1 2.5 

山形県 2.9 3.6 3.8 5.1 5.5 4.2 

福島県 6.2 5.4 6.1 6.6 6.0 6.0 

茨城県 8.3 2.7 2.0 1.4 2.2 3.3 

栃木県 15.2 3.4 2.8 2.5 3.3 5.4 

群馬県 1.4 1.6 1.3 2.2 2.3 1.8 

埼玉県 1.0 1.2 1.1 1.1 1.2 1.1 

千葉県 6.1 4.2 2.2 2.0 1.8 3.3 

東京都 22.6 37.2 39.2 40.2 49.6 37.8 

神奈川県 34.7 1.2 0.9 1.0 1.2 7.8 

新潟県 3.0 4.4 3.8 4.4 4.5 4.0 

富山県 5.8 3.9 4.2 4.1 3.7 4.4 

石川県 7.1 4.1 4.8 4.8 5.5 5.3 

福井県 2.9 2.4 2.4 2.6 6.0 3.3 

山梨県 2.5 2.1 2.1 2.2 2.4 2.3 

長野県 4.3 4.9 6.1 4.2 5.9 5.1 

岐阜県 2.0 1.8 1.7 3.7 4.0 2.6 

静岡県 3.8 4.5 8.5 5.1 8.6 6.1 

愛知県 1.2 1.0 2.0 2.0 1.7 1.6 

三重県 2.7 2.1 1.5 1.5 1.4 1.8 

滋賀県 4.9 7.4 7.1 7.1 6.3 6.5 

京都府 5.0 4.7 4.1 4.8 6.1 4.9 

大阪府 27.8 3.3 3.8 4.7 4.8 8.9 

兵庫県 1.6 2.7 2.9 3.4 4.1 2.9 

奈良県 9.3 8.5 7.4 6.4 7.3 7.8 

和歌山県 3.9 4.7 4.7 5.3 5.1 4.7 

鳥取県 6.6 8.1 6.4 9.7 5.7 7.3 

島根県 4.7 5.2 6.3 7.4 6.4 6.0 

岡山県 3.3 3.2 3.0 3.3 3.3 3.2 

広島県 1.9 2.6 2.5 4.2 4.6 3.2 

山口県 1.3 4.9 4.8 5.8 3.7 4.1 

徳島県 1.9 3.1 3.4 3.4 3.3 3.0 

香川県 11.4 11.7 11.5 12.6 12.8 12.0 

愛媛県 3.3 3.7 3.4 8.8 6.0 5.0 

高知県 17.7 16.0 17.1 18.4 18.3 17.5 

福岡県 2.0 5.6 3.0 3.1 3.1 3.4 

佐賀県 10.4 10.2 9.2 10.2 10.3 10.0 

長崎県 11.9 21.6 6.0 4.8 8.1 10.5 

熊本県 3.6 65.6 7.9 9.0 32.7 23.7 

大分県 6.0 61.5 1.3 1.4 1.0 14.2 

宮崎県 9.1 12.7 3.3 3.9 4.5 6.7 

鹿児島県 11.1 18.6 4.4 3.3 2.2 7.9 

沖縄県 7.6 10.2 5.5 5.9 5.4 6.9 

出所 図１に同じ。  
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表５ 観光費に占める「その他に対するもの」の割合 

 
                                           （単位：％) 

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 平 均 値 

北海道 30.7 51.7 49.3 54.5 40.8 45.4 

青森県 8.9 11.0 5.2 4.4 5.1 6.9 

岩手県 15.4 25.8 20.5 23.8 20.4 21.2 

宮城県 20.7 12.1 6.5 5.8 13.6 11.7 

秋田県 9.9 11.2 12.4 8.6 10.6 10.6 

山形県 6.0 28.3 23.7 30.7 32.2 24.2 

福島県 9.9 13.1 14.7 16.1 14.1 13.6 

茨城県 70.7 30.8 23.2 7.9 21.6 30.8 

栃木県 55.6 24.0 17.8 17.3 19.8 26.9 

群馬県 5.6 16.8 11.6 19.4 22.6 15.2 

埼玉県 8.8 15.1 13.4 11.9 11.7 12.2 

千葉県 29.8 27.6 19.1 17.5 11.2 21.0 

東京都 5.6 20.6 21.5 21.6 23.4 18.5 

神奈川県 67.2 8.8 7.0 7.3 7.6 19.6 

新潟県 17.6 23.4 20.4 24.3 24.3 22.0 

富山県 35.3 29.7 26.9 27.0 24.7 28.7 

石川県 15.6 2.2 12.3 12.7 12.8 11.1 

福井県 20.4 23.1 20.6 30.4 50.3 28.9 

山梨県 14.6 17.8 23.2 21.6 24.8 20.4 

長野県 21.2 23.0 29.1 23.6 33.5 26.1 

岐阜県 15.6 12.6 12.6 18.4 9.2 13.7 

静岡県 17.8 20.6 31.7 15.8 20.2 21.2 

愛知県 4.8 10.2 20.0 23.7 17.2 15.2 

三重県 29.8 38.2 22.5 21.0 24.8 27.3 

滋賀県 20.1 58.5 54.2 44.5 41.7 43.8 

京都府 32.4 33.5 25.9 33.1 37.8 32.5 

大阪府 74.0 28.4 37.2 41.5 37.4 43.7 

兵庫県 55.7 59.7 41.0 54.3 65.0 55.1 

奈良県 28.4 33.6 37.4 33.1 37.5 34.0 

和歌山県 25.0 45.3 47.8 39.4 36.2 38.7 

鳥取県 34.9 44.1 34.8 42.8 32.9 37.9 

島根県 25.4 29.2 29.6 29.4 24.9 27.7 

岡山県 20.5 40.2 37.3 20.2 41.3 31.9 

広島県 25.9 30.2 30.7 26.2 39.0 30.4 

山口県 23.6 53.9 50.9 56.0 48.1 46.5 

徳島県 11.6 18.1 16.7 16.6 17.8 16.2 

香川県 44.9 48.7 53.1 50.9 50.9 49.7 

愛媛県 48.4 56.9 52.3 70.6 64.8 58.6 

高知県 72.8 51.6 45.6 48.7 29.1 49.6 

福岡県 6.3 33.8 35.2 35.0 36.8 29.4 

佐賀県 75.0 71.9 59.6 62.4 70.2 67.8 

長崎県 68.5 77.2 41.4 37.8 50.0 55.0 

熊本県 43.3 91.7 35.5 30.1 61.7 52.4 

大分県 43.2 90.1 17.1 20.1 12.9 36.7 

宮崎県 48.1 60.8 31.6 11.8 36.9 37.8 

鹿児島県 27.5 34.9 8.2 6.8 7.0 16.9 

沖縄県 8.7 5.6 7.3 10.4 9.3 8.3 

出所 図１に同じ。  
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いった四国・九州にある県と兵庫県におけるその割合が高くなっている。最も高い熊本県

については、先述の通り、熊本地震の影響によるものと考えられるが、これ以外の県につ

いても高い割合となっている。 

 これら二つの表から、額と割合の双方が大きいところは、熊本県、佐賀県、長崎県、高

知県、香川県、北海道、大分県、大阪府となっていると言える(５)。九州４県、四国２県

において、特に「その他に対するもの」が多い。 

 熊本県については、先述の通り、熊本地震の影響もあるため、次いで額と割合の大きい

佐賀県について、少し詳しく見てみたい。図８は「佐賀県総合計画2015」における観光分

野の基本的方向の中で示された「主な具体的取組」を示したものである。これは総合計画

であって地域版総合戦略ではないのであるが、この中にあるＷｉ－Ｆｉ整備や免税店開設

支援などは表１において示した支援施策に対応しており、全体として「観光を軸とした地

域活性化モデルの構築」を志向していると言えるであろう。したがって、ここに書かれて

いるような事業が地域版総合戦略の下で地方創生推進交付金の対象となり、交付金を含め

た財源をもって観光費として支出されたと考えられる。 

 また、先に図７において観光費における補助費等の増加、表４においてそのうち「その

他に対するもの」の大きさについて指摘したが、佐賀県の事例を踏まえれば、「佐賀空港

を利用した、県内宿泊及びレンタカー利用プランに対する支援」のような仕組みが補助費

等の増加の一因となっているものと考えられる。図９は2015年度に開始された佐賀県にお

ける宿泊割引クーポンの概要を示したものである。個人が有明佐賀空港を利用して佐賀県 

内に宿泊した場合、最大で15,000円の割引になるということであるが、これは宿泊事業者

に対する補助であり、「その他に対するもの」の具体的内容ということになるであろう。 

 さらに、図７において観光費における物件費の増加について指摘したが、物件費には職

員旅費、備品購入費、委託料等が含まれる。「首都圏、関西地方及び九州域内におけるプ

ロモーション」、「既存コンテンツとのタイアップによるプロモーション」、「ＷＥＢ

キャンペーン（ネット予約サイト）」といった外部業者へのキャンペーンの委託料が物件

費増加の一因となっているものと考えられる。図９で宿泊割引クーポンの概要について示

したが、宿泊割引クーポンを個人宿泊客が取得するためには各種有名旅行予約サイトを利

用する必要があり、「ＷＥＢキャンペーン（ネット予約サイト）」に関する委託料は、宿

泊割引クーポンのための補助費等とセットということになる。したがって、2015年度にお 

 

(５) 額と割合の順位から、このように判断した。 
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図８ 「佐賀県総合計画2015」における観光分野の基本的方向 

 

出所 「佐賀県総合計画2015」より引用。 

 

図９ 佐賀県における宿泊割引クーポンの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 佐賀県Ｗｅｂサイト「平成27年６月12日 知事定例記者会見」より引用。 

  

［主な具体的取組］ 

・「食」など観光資源の発掘・磨き上げ支援 

・地域における「観光の担い手」育成支援 

・多言語コールセンター、多言語観光アプリの運営・充実化 

・観光、宿泊施設や飲食店での多言語標記の推進 

・Ｗｉ－Ｆｉ整備等、外国人観光客にやさしい通信環境の整備推進 

・ユニバーサルデザイン対応（支援スキームの検討・支援等） 

・おもてなし気運の醸成（マナー向上研修、啓発等） 

・免税店開設支援 

・コンベンション助成や市町連携等のＭＩＣＥ対応 

・観光客の移動手段の充実（県外・海外からのアクセス、地域内の二次交通等） 

・海外プロモーション（ファムトリップ（※）、旅行会社とのタイアップ、商談会等） 

・首都圏、関西地方及び九州域内におけるプロモーション 
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ける補助費等と物件費の増加は、こうしたスキームを多くの都道府県が活用した結果なの

かもしれない。 

 では、観光費の財源は何であったのであろうか。図10において、先の８都県を除く観光

費の財源内訳の推移を示している。この図から読み取ることができるように、39道府県の

観光費の財源で最も多いのは一般財源等であり、全体のおよそ６～７割を占めている。た

だ、この図ではそれ以外の財源の動向が見えにくいため、一般財源等を除いたものを図11

において示した。この図から2015年度以降、国庫支出金が増加していることがわかる。こ

れは地方創生推進交付金であると考えられる。2014年度には13億円だった国庫支出金が

2015年度には50億円、2016年度には96億円となっており、これら道府県の財政規模から比

べれば小さいものの、それなりの額の地方創生推進交付金が観光振興のために活用されて

いることがわかる。さらに、2017年度以降、地方債が増加しているが、これは図７におい

て示した観光費のうち普通建設事業費の増加と対応しているものと思われる。 

 

図10 ８都県を除く観光費の財源内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 図１に同じ。  
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図11 ８都県を除く観光費の財源内訳（一般財源等を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 図１に同じ。 

 

 

 おわりに 

 

 本稿では、これまで十分に明らかにされてこなかった地方自治体における観光費の動向

とその要因について明らかにしてきた。観光費は2015年以降、大きく増加しており、その

背景には国が推進する地方創生があった。地方自治体は地域版総合戦略を策定し、その下

で観光振興施策を展開してきた。観光費の中でも補助費等と物件費が増加しており、その

背景には、海外からの旅行者のためのＷｉ－Ｆｉ整備や免税店開設支援、さらには国内旅

行者向けの宿泊割引キャンペーンの実施などがあるのではないかと思われる。 

 2003年の国会施政方針演説において、当時の小泉純一郎首相が観光の振興に政府を挙げ

て取り組むと述べて以来、日本は「観光立国」の道を歩んできた。その路線によってもた

らされたインバウンド需要の激増と相まって、地方自治体による観光振興策は地方創生の
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枠組みによって積極的な展開がなされた。しかし、周知のように、新型コロナウイルスの

感染拡大によって、インバウンド需要は激減し、人の移動を前提とした観光事業は苦境に

立たされた。多くの事業者が倒産や廃業を余儀なくされたが、現在、コロナ前の日常が戻

りつつあり、国や地方自治体も観光振興に再び舵を切りつつある。先述した宿泊割引キャ

ンペーンのような「〇〇割」が観光事業者支援のためなどとして実施されており、その内

容がマスコミなどでもさかんに報じられている。 

 しかし、今後も気候変動等により別のウイルスによる新たなパンデミックの発生の可能

性は十分に考えられ、観光事業が再び苦境に立たされる可能性があることは容易に想像が

つく。もちろん現在事業を行っている観光事業者にとって、地方自治体の観光費が活用さ

れることは望ましいことなのであろうが、中長期的に見れば、観光費を活用するのはリス

クの高い地域振興策と言えるであろう。地域における新たな基盤産業を構築することは容

易でないことは筆者も承知している。短期的に見れば、円安が進んでいるということもあ

り、観光振興は理にかなっているのかもしれない。それでもなお、より長い視点に立った、

観光関連産業だけでない地域の産業を創出していくことが必要であると筆者は考えている。

このことについては稿を改めて論じることとしたい。 

（みやざき まさと 埼玉大学大学院人文社会科学研究科教授） 

 

 

キーワード：都道府県／観光費／地方創生
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